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1 直接原価計算ではなく変動原価計算という用語を使用するのが米国では一般的である（小林・伊藤・清水・
長谷川，2009，140頁）が，本稿では古くからの議論を敷衍して議論を展開するため直接原価計算という用
語を用いる。
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【論文要旨】
In the previous research on agricultural accounting in Japan, the usefulness of direct costing has
been claimed. In the previous research, however, the discussion on drivers to break costs into varia-
ble and ˆxed ones has been limited. Speciˆc cases of the cost driver also limited to those based on
stock farming. Discussions on the premise of cultivated agriculture have not been done. Therefore,
in this paper, I will discuss the drivers to break down costs into variable and ˆxed ones. In addition,
this paper proposes the usefulness of applying direct costing by showing application of job order
costing to cultivated agriculture.
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 はじめに
農業経営学や農業会計学においては，直接原価計算1 方式による原価計算構造が農業経営におい
て有用性を有するということが主張されてきた。田中（1968）は，農業経営の経営管理のための
会計システムとして直接原価計算の有用性を述べており，農産物の作目選択（部門選択）に際して
直接費のみを集計した素価による計算の事例を紹介している（田中，1968，181頁）。変動費と固
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2 現在では，売上高から変動費を控除した利益は，限界利益ではなく貢献利益と呼ぶ用語法が定着してきてい
る（小林・伊藤・清水・長谷川，2009，140頁）が，本稿では古くからの議論を敷衍して議論を展開するた
め限界利益という用語を用いる。
3 売上高から変動費を控除した利益を貢献利益と呼称する場合には，本利益はセグメント・マージンと呼ばれ
ることになる。
4 直接原価計算は，◯製品製造のためには機械設備が貢献しているが，機械設備にかかわる原価（ほとんどが
固定費）も製品製造原価に算入するのが自然な思考であること，◯変動費と固定費の分解は一意的でないの
で，製品原価計算に恣意性が介入することになり，制度会計になじまない（小林，1997，349頁）ことから
制度会計上は容認されていない。また，課税所得の確保といった税法上の要請も制度上容認されない理由と
して考えられる。
定費に分解した計算ではなく素価を用いた簡便的な計算ではあるものの，固定費を含めた全部原価
を用いるよりも直接費ないしは変動費のみを収益に対応させることによって算定される限界利益2
のほうが農業経営者の意思決定に有効であることを明らかにしていると考えられ，示唆に富む研究
である。また，珍田（2014）は，農業経営をセグメント分けして，個々の農産物生産や 6 次産業
化した事業等の区分ごとに直接原価計算方式に基づく損益計算を実施し，収益から変動費を控除し
た限界利益や限界利益から個別固定費を控除した貢献利益3 を算定することが，農業経営意思決定
に有用であることを主張した（珍田，2014，83118頁）。また，限界利益や貢献利益は経営活動に
対して感応的であるため，農業経営におけるセグメント別の直接原価計算方式による損益計算は，
労務管理や報酬体系の設計にも効果的であることを指摘する（珍田，2014，118頁）。
このような，農業経営における直接原価計算に対する期待の存在は，直接原価計算が有する全部
原価計算には存在しない有用性への期待が大きいことを示していると考えられる。直接原価計算
は，利益計画，経営意思決定，原価管理といった目的への役立ちが得られる計算構造である（櫻井，
2012，244頁）。このうち特に，直接原価計算は利益計画や経営意思決定に関する役立ちが強調さ
れる。それは，◯原価・営業量・利益の関係の分析（CVP 分析）が容易に実施でき，大綱的利益
計画を設定する際の簡便なシュミュレーションが行なえること，◯固定費の分類を工夫することに
より短期利益計画を設定する際の有用な資料を提供できること，◯事業部別や製品別といった企業
を構成するセグメント別の損益計算を行なう際に収益・費用の各セグメントへの跡づけ可能性と固
定費の分類の工夫を組み合せることによりセグメント別の収益性の検討や各セグメントの企業全体
の収益への貢献の程度を判断する資料を提供できること，◯直接原価計算のデータをベースにして
比較的簡便に短期を対象とした意思決定やコントロールのための資料を作成できること（小林，
1997，352頁）を理由とする。直接原価計算は，制度上は容認されないため4，直接原価計算方式
による製品原価の貸借対照表への表示や損益計算書の作成はできず，専ら内部管理用のツールとし
て用いられることになるが，農業経営においても農業事業体内部においての内部管理用ツールとし
ての有用性に着目されてきたと考えられる。
しかしながら，従来の研究においては，直接原価計算適用の前提となる農業経営特有のドライ
バーの議論が明確になされて来なかったと考えられる。これは，農業会計学におけるドライバーの
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5 先行研究の論文検索にあたっては，CiNii を利用した。農業経営学や農業会計学における直接原価計算適用
に関する先行研究については，「農業直接原価計算」「農場直接原価計算」「農業固定費」「農業一定費」とい
った用語を用いて検索を実施した。
捉え方が単純であったこと，とくに耕種農業におけるドライバーについての議論がなされてこなか
ったことを理由とすると考えられる。
農業経営に対する直接原価計算の有効性が指摘されるにも関わらず，直接原価計算の前提となる
変動費と固定費の分類基準としてのドライバーの研究が脆弱であった。また，耕種農業においては
まったくドライバーの議論がなされていないという問題があった。そこで本稿では，当該問題点を
解決するために，ドライバーをどのように設定していくべきなのかについて考察を行なうことを目
的とする。過去の農業経営研究をレビューして，農業経営における直接原価計算導入に関する議論
を整理する5。その上で，農業を耕種農業と畜産農業に大別し，耕種農業には個別原価計算が適す
る場合が多く想定され，畜産農業には総合原価計算が適する場合が多く想定されることを前提とし
て（保田，2017b，147165頁），それぞれの農業の特性を踏まえ，直接原価計算を適用するための
変動費と固定費への分類のためのドライバーについて考察する。
以下本稿では，において過去の農業経営学や農業会計学における農業経営への直接原価計算適
用に関する研究についてレビューを行ない，過去の農業経営学や農業会計学における農業経営への
直接原価計算適用に関する研究においては，畜産農業に関する具体的な直接原価計算の適用に関す
る主張しかなされてこなかったことを明らかにする。においては，従来の農業経営への直接原価
計算の適用に関する研究では行われてこなかった耕種農業と畜産農業の区分に基づく製品別計算の
適合性を前提としたうえで（保田，2017b，147165頁），それぞれの農業形態に応じた直接原価計
算適用のための変動費と固定費の原価分解のためのドライバーについて検討する。とくに，耕種農
業においては個別原価計算が，適合性が高い（保田，2017b，147165頁）という観点から，個別
原価計算への直接原価計算の適用の可否についての先行研究を踏まえて論じる。においては，ま
ず本稿をまとめ，その意義と限界，今後の研究課題について述べて稿を閉じる。
 農業会計の先行研究における直接原価計算
 磯辺（）
磯辺（1958）は，当時農業経営理論においては，農業生産量と消耗的生産財の投入量との関係
として，変動費を中心とした考察のみがなされてきたことを批判した（磯辺，1958，34 頁）。一
定の土地を種々な持続的生産財を結合して形成される一定の生産設備と考え，「生産量の増減にか
かわらず生産のために必要とされてその総額において一定せるものを一定費，それにつれて変動す
るものを変動費」（磯辺，1958，5 頁）と定義した。そして当該一定費の比重が増大することによ
って経営の弾力性の喪失が発生する不完全利用による損失（遊休費用）の問題について言及する
（磯辺，1958，78 頁）。この一定費は現在における固定費と同じものと捉えることができる。そし
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図表 磯辺（）による一定費の概念
一定費の種類 具 体 例 操業度（生産量)基準における分類
土地拘束的一定費 土地地代 固定費
設備拘束的一定費 建物・農機具の減価償却費 固定費
作目拘束的一定費 飼料費の一部（維持飼料) 変動費
出典磯辺（1958）1316頁をもとに筆者作成。
て，固定費の遊休費用（アイドル・キャパシティ・コスト）に関する指摘や一定費の増大による弾
力性の喪失といった指摘は，現在の直接原価計算における議論に通じるものであり，大変示唆に富
むものである。
さらに，磯辺（1958）は一定費を土地拘束的一定費，設備拘束的一定費，作目拘束的一定費の 3
つに分類した（磯辺，1958，1316頁）。
土地拘束的一定費は，地代，土地に対する一定的租税公課，土地改良施設の減価償却費などが含
まれ，農業経営では土地に附着する自然的経済的立地条件によって大きく左右され，商業や工業経
営と異なり，土地の拡延性が格別な重要性を持つと説明する（磯辺，1958，13頁）。これは，農業
経営が土地の動植物育成力，いわゆる地力の利用を基調とする有機的生産であるという農業経営の
特質（磯辺，1958，13頁）から，土地の拡延性が農業生産物の生産量に大きな影響を与えること
を示唆するものである。
また，設備拘束的一定費は，建物，農機具，役畜など設備固定財の減価償却費，保険料，維持費
および資本利子が属し，土地が理論上永続的耐用性を持つのに対して，一定の耐用年数だけ使用さ
れ，減価償却を必要とする点で土地拘束的一定費と区別されると説明する（磯辺，1958，14頁）。
これらの設備拘束的一定費は，適当な経営方策によって軽減することが可能であるとともに，変動
費による置換によってなくすることができる（磯辺，1958，15頁）という点において示唆に富ん
でいる。これは，農業経営者の努力によって生産設備の削減を行なうことだけではなく，農業経営
者の裁量によって固定費の変動費化による固定費の削減によって経営レバレッジの低下を図るとい
う指摘と考えられる。
さらに，作目拘束的一定費は，農業生産における変動費と考えられるものの中に含まれるであろ
う一定費部分という説明がなされている（磯辺，1958，15頁）。たとえば，牛乳生産において飼料
費は変動費と一般的に分類されるが，その中には泌乳しなくとも乳牛を飼養維持するために必要な
維持飼料と，牛乳を泌乳するために直接必要で泌乳量の増加に従い増加する生産飼料の二つの部分
から構成されるはずであり，前者の維持飼料は一定費とみることができるというものである（磯辺，
1958，15頁）。飼料費は，現在においても単純に変動費として取り扱われることが多く，当該指摘
は大変示唆に富むものである。
磯辺（1958）は，農業経営における直接原価計算の有用性にまでは言及していないものの，
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6 田中（1968）は，期間原価＝固定費と捉えていると考えられる。
7 直接費のみの素価は，変動製造間接費を含んでいない点において，変動費とは異なるものである。
1950年代という古い時代に変動費と一定費（固定費）の分類の重要性を示唆した点において示唆
に富む研究であるといえる。特に，一定費（固定費）を土地拘束的一定費，設備拘束的一定費，作
目拘束的一定費の 3 つに分類した点は，単純に変動費と固定費という分類ではなく，費目の性質
に着目したより詳細なマネジメントを提案するというものであると評価できる。
 田中（）
田中（1968）は，経営管理のための会計システムとして原価計算の必要性を指摘した（田中，
1968，168184頁）。その中で，利益管理や原価管理の観点から直接原価計算の有用性を述べる
（田中，1968，180181頁）。総原価を期間原価6と生産物原価に区分することによって，操業度と
は無関係に発生する原価要素である固定費と操業度の差異に基づいて発生する原価要素である変動
費を区別していくことが，総原価を原価管理手段とするよりもより一層合理的な経営管理手段にな
ることを示唆する（田中，1968，180181頁）。当時の農業経営においては，直接費のみを集計し
た生産物原価である素価を用いて，部門選択の判定指標に利用するという事例があり，それは直接
原価計算の一種の略法であることを指摘する（田中，1968，181頁)7。直接費を用いた素価計算
は，総原価の固変分解を必要とする直接原価計算とは本質的には異なるものの，変動費と固定費の
分類自体の議論が収束していない当時の状況下において，農業経営管理上有用な手法として存在意
義があると説明する（田中，1968，181頁）。そして，生産部門ないしは生産段階において，部分
原価たる変動費ないしは直接費のみを跡付けることが農業経営管理上の有用性を持つことを示唆し
た（田中，1968，182183頁）。
田中（1968）は，農業経営管理において直接原価計算が有用性を有することを主張した点にお
いて，当時の状況下において先進的な主張を行なったと考えられる。当時の状況下において変動費
と固定費の議論の収束がなされていないことから，実務上の素価による直接原価計算に類似した計
算の適用などにも触れながらも，農業経営における具体的な直接原価計算の計算構造についてまで
は言及することができていない。このことから，直接原価計算の農業経営への適用を論じるために
は，その前提として変動費と固定費の明確な定義づけが必要になることを示唆していると考えられ
る。
 西山（）
西山（1968）は，農業経営において直接原価計算の採用が可能であるか否かについての検討を
行なった（西山，1968，89102頁）。直接費のみを集計することで利益額を知ることが可能となる
ことから，農業経営に直接原価計算の手法を導入すれば，原価計算は簡便化できるのではないかと
いう問題意識からスタートする（西山，1968，91頁）。◯農業経営における農業生産物は，多数存
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8 西山（1967）は，標準原価計算の意義，目的，特色と農業経営の特質を比較することによって，農業経営に
おいて標準原価計算の適用は妥当ではないことを主張した（西山，1967，87106頁）。
在し，飼育や育成の期間が数か月以上にわたり，飼育や育成の方法が大きく異なることから，単一
製品を大量に生産するような工業生産を前提とする直接原価計算の採用は難しいのではないかと主
張する（西山，1968，92頁）。また，◯農業生産の特質として利益額が売上高に対して比例すると
いう関係性が必ずしも成立しない点，◯農業経営の労務費の取り扱いが一般的な工業生産における
雇傭労務者給料と異なり季節労務者に対する手当が多いことにより労務費を固定費ではなく変動費
ないしは直接費として扱わなければいけない点，◯農業経営は一般的に小規模であり限界利益分析
を行なうことは費用対効果の観点から適切ではない点，◯農業経営は標準原価計算の適用は困難と
考えられる8 以上，直接標準原価計算の適用による原価管理目的の達成が困難であり，直接原価計
算の適用のメリットが限定的である点など（西山，1968，92頁）から，農業経営における直接原
価計算適用の有効性が低いことを論じている。そして，◯～◯のような理由を根拠に農業経営に直
接原価計算の導入は妥当性を欠くものと結論付けている（西山，1968，98頁）。
上述の西山（1968）の◯～◯の農業経営に直接原価計算を適用することは困難であるとする結
論の論拠は，現在の農業経営の置かれた環境を前提とすると次のように反論することが可能である。
西山（1968）は，◯一般的な工業生産においては極めて短期間で製品の生産がなされるのに対し
て，農産物の飼育や育成が数か月にわたることも多いことから直接原価計算の適用の困難性を指摘
するが，たとえ数か月にわたる飼育や育成が必要であったとしても，原価計算期間内に生産活動が
終了していれば原価計算は可能である。
◯農業生産の特質として利益額が売上高に対して比例するという関係性が必ずしも成立しないと
いう点に関しては，限界利益概念を狭くとらえ，短期的な売上収益に対して比例的に増減する費用
を変動費，その他の費用を固定費と捉えている点に問題があると考えられる。原価分解のドライ
バーをどのように捉えるのかという検討を行なわずに，単純に一般的な製造業会計における原価計
算と同じように考えている点に問題がある。
◯労務費の取り扱いについては，単に計算期間をどのようにとるのかによって，一つの費目が変
動費にも固定費にもなりうることを示しているにすぎず，本質的な議論ではないと考えられる。
◯農業経営は一般的に小規模であり限界利益分析を行なうことは費用対効果の観点から適切では
ないという主張については，1968年当時のわが国農業経営の状況に依拠したものであり，現在の
わが国農業経営の状況には当てはまらないと考えられる。
さらに，◯一般的な農業経営に標準原価計算の適用が困難な場合が多いと考えられる点について
は賛同し得るものの（保田，2017a，129146頁），そのことをもって直接原価計算の役立ちが消滅
するものではないと考えられる。直接原価計算は短期利益計画目的や意思決定目的といった原価管
理目的以外の目的も重視されるものであり，標準原価計算の併用による原価管理目的が達成できな
かったとしても，十分な有用性を有する計算構造であると考えられるからである。
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 阿部（）
阿部（1978）は，直接原価計算は，経営意思決定目的への役立ちや原価・営業量・利益分析
（CVP 分析）に役立つ情報を提供するという点において，農業経営にも役立つことを主張する（阿
部，1978，23頁）。そこで，阿部（1978）は，農業経営と一般的な工業生産のケースの比較を行な
い，そのうえで農業経営における原価の直接原価と期間原価の分解を行ない，具体的な畜産農業に
おける直接原価計算の計算数値例を示した（阿部，1978，2028頁）。
農業経営における原価を直接原価と期間原価に分解するにあたり，農業経営における「短期」の
意味合いについて検討を行なった。米や野菜，果実については年単位で経営思考が存在するため，
短期は年単位であると考えられるのに対して，鶏卵や牛乳といった畜産物については，毎日生産さ
れ毎月の生産量と販売量の変動も見込まれることから，短期は 1 ヶ月単位とすることに価値があ
ると説明する（阿部，1978，2122頁）。
また，農業経営に直接原価計算を導入することによって，作目や畜種を含めた部門ごとの損益を
把握することが可能になることを指摘する（阿部，1978，22頁）。そして，個人農業者が農産物を
販売する場合に，農協のみを利用して共同出荷していると，手取価額にのみ関心をもち，販売費の
合理化という感覚は持たないことを指摘する（阿部，1978，23頁）。そのため，売上高から販売手
数料を控除した手取価額を販売限界利益として扱うべきであると主張する（阿部，1978，23頁）。
これは，販売に関する売上高に変動する費用は，販売手数料のみになってしまうということを示す
ものであると考えられる。
さらに，搾乳牛における飼料費を個体維持飼料費（期間原価）と泌乳促進飼料費（変動費）に区
分し，直接原価と期間原価に区分されなければならないことを指摘する（阿部，1978，26頁）。形
態別分類における一つの費目についても，直接原価を構成する部分と期間原価を構成する部分が存
在することを指摘するが，これは前述の磯辺（1958）と同様の指摘であると考えられる。
 新沼（），新沼・古澤（）
新沼（1980）は，酪農経営を前提として統計的手法を用いて原価構成の主要費目である飼料費，
労働費，減価償却費の固定費と変動費の分解を試みた（新沼，1980，3240頁）。生産乳量をドラ
イバーとして，各費目の固定費と変動費の分解を試みた結果，上述の 3 費目についてその分析結
果を明らかにした。まず，飼料費については，給与された飼料養分は，生体維持のため，産乳のた
め，胎児の生育のために費消された部分から成り，生産乳量の変動に応じて変化する変動費部分は
産乳に必要な飼料部分のみであることを指摘する（新沼，1980，37頁）。また，労働費について
も，搾乳作業，繁殖関係作業のいずれにおいても生産乳量の変動に対して固定的費消労働部分と変
動的費消労働部分が含まれていることを指摘する（新沼，1980，38頁）。さらに，減価償却費につ
いても従来ではすべて固定費と考えられてきたが，生産乳量をドライバーとして固変分解を行なう
と固定費部分と変動費部分に分解されることを明らかにした（新沼，1980，37頁）。
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9 小田他（2013）において，農業は技術的特質，商品的特質，主体的特質の 3 つの特質を有すると述べられて
いる。その中における技術的特質とは，農業生産は生命現象を利用した生産であるため，材料を投入すると
必ず同一の製品が製造できるという製造業とは異なり，生産活動の作業や工程の順序の入れ替えが不可能で
あるということや農産物の形状や品質にばらつきがあるため標準化や規格化が困難であることである。この
ような技術的特質から，農業生産は一般的な工業生産とは異なり，有機的性格を有すると説明される。（24
頁）
新沼（1980）は，生産乳量をドライバーとした場合に，飼料費，労働費，減価償却費のいずれ
の費目についても，固定費部分に該当する部分と変動費部分に該当する部分が存在することを明ら
かにした。
新沼（1981）は，農場（酪農）経営において直接原価計算を適用することを前提として生産乳
量をドライバーとした原価の区分について論じた（新沼，1981，1421頁）。新沼（1980）におけ
る研究と同じように農場（酪農）経営における主要な費目である飼料費，労働費，減価償却費につ
いて検討を行なっている。飼料費については，生産乳量の変化に応じて変化する飼料費の存在を指
摘するが，乳牛は分娩前の養分蓄積の良否が牛乳生産に大きな影響を与えることから，準変動費的
な性格を有すると考えられ単純にすべて変動費とすることもできないことを指摘する（新沼，
1981，19頁）。すなわち，飼料の消費がそのまま即座に牛乳生産量の変動に連動するわけではない
という酪農生産の有機的性格9 を指摘するものであり，単純な工業製品の生産と農業生産の相違を
みることができると考えられる。また，労働費についても，従来的な経営経済学的認識のもとでは
経営に拘束される固定費であるが，常時的な雇用を必要としない家族労働力は経営において流動的
性格を有し変動費として区分すべきであると説明する（新沼，1981，19頁）。さらに，減価償却費
についても牛乳生産における搾乳方法や搾乳回数によって乳牛の使用減価がみられる部分は変動費
的性格を有し，乾乳期の乳牛の減価は固定的減価として固定費的性格を有すると指摘する（新沼，
1981，20頁）。
新沼・古澤（1982）は，採卵養鶏経営事例を前提として，直接原価計算の適用についての実証
的な研究を行なった（新沼・古澤，1982，3846頁）。従来の全部原価計算であれば資料の加工を
しなければ得ることのできなかった生産管理，利益管理に役立つ原価情報，生産情報，利益情報を
会計システムから直接入手することができるようになったと結論づける（新沼・古澤，1982，44
頁）。
しかしながら，直接原価計算を実施する前提としての原価の固変分解にあたり，ドライバーを何
にするかという点において大きな問題が存在することを指摘している。
すなわち，採卵養鶏においては操業羽数の増減と産卵能力等によって影響を受けるため，たとえ
羽数が一定であっても生産（採卵）量は変化し得るのである（新沼・古澤，1982，40頁）。操業度
の尺度は操業の結果である生産（採卵）量をすべきであるが，羽数は費用の発生に関連するもので
あるため原価管理の立場からは羽数変動も除外することができないと説明する（新沼・古澤，
1982，40頁）。生産（採卵）量は，直接的に利益関係や売上高に影響するため，原価と利益関係間
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の橋渡し的役割を有すると述べる（新沼・古澤，1982，41頁）。
換言すれば，直接原価計算は販売量，原価，利益の関係性を簡潔に明らかにすることが可能な計
算構造であるにも関わらず，新沼・古澤（1982）の分析では当該関係性が明確にできないと述べ
ていることに他ならないと考えられる。このことは，農業経営に直接原価計算を導入する前提段階
としての原価の固変分解にあたり，ドライバーをどのように設定するのかが非常に重要になってく
ることを示唆していると考えられる。
新沼（1984）は，18戸の酪農専業農家の原価構造を分析して，酪農経営の主要な費目について
分析を行なった（新沼，1984，109121頁）。18戸の酪農専業農家のうち量的適応規模の大きい農
家，標準的経営，量的適応の少ない経営の 3 つの農家を選択してそれぞれの農家の飼料費，労働
費，減価償却費について固定費と変動費の分解を行なった。それによると，酪農農家の飼養能力を
ドライバーとするのか牛乳生産量をドライバーとするのかによって，固定費と変動費の区分は異な
ることが実際の資料データから明らかになることが示されている（新沼，1984，113115頁）。こ
の新沼（1984）の研究においては，短期的操業変動過程においては固定費と認識される費目も長
期的操業変動過程においては変動費化（準変動費的）するのではないかという問題意識が示されて
いる点（新沼，1984，109頁）に示唆に富んでいる。このことは，直接原価計算の前提たる固変分
解にあたり，固定費と変動費の分類基準となるドライバーの設定に際して，いかなる会計期間を前
提とするのかという視点が重要になることを示唆しているからである。
 宮崎（）
宮崎（1981）は，当時の費用理論ならびに固定費管理論における経営規模と固定費の概念につ
いて検討して，多様な農地賃貸借類型を念頭に置いた農業経営における土地面積規模と固定費の概
念について明らかにした。また，農地賃貸借における貸付農家の要求小作料と借入農家の支払可能
小作料とを計測するために土地利用経営費の内容の明確化を試みた（宮崎，1981，62頁）。
1981年当時の費用理論や固定費管理論を検討した結果，いずれの理論においても，固定費は経
営規模と関連付けられるという点を明らかにした（宮崎，1981，66頁）。両理論とも経営規模の変
動を考慮に入れるとともに，経営管理者の意思決定の単位期間の大きさ次第で変動費概念に類似し
たものになることから，経営規模や固定費の概念は計算期間の取り方によって変化する相対的概念
であることを指摘する（宮崎，1981，66頁）。
農業経営においては，土地面積規模は，経営管理者が行なう意思決定の単位期間の長さによって
相対的に決定される概念であり，土地面積規模を構成する経営耕地は意思決定の単位期間内におい
て経営管理者が管理不可能なほど長い利用継続期間を持つと説明する（宮崎，1981，70頁）。小作
地，借地の場合には当該小作料は固定費として把握されるが，土地面積規模を構成しない小作地，
借地の場合には小作料も変動費として把握されることになり，同一の費目であっても土地面積規模
を構成する要因か否かによって，固定費にも変動費にもなり得ることを説明している（宮崎，
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図表 宮崎（）における小作料の位置付け
目 的 意思決定期間 借 地 小作料
農業所得の極大化 1 年間 経営規模 固定費
農業機械や設備の
効率的利用
機械・設備
の耐用年数
契約期間長期
⇒経営規模 固定費
農業機械や設備の
効率的利用
機械・設備
の耐用年数
契約期間短期
⇒変動的経営要素 変動費
出典宮崎（1981）6970頁をもとに筆者作成。
10 収益性の低い事業セグメントには，費用認識が収益に先行するような保守的な会計方針を採用して損失の察
知に役立てるべきである（珍田，2014，117頁）と主張する。
1981，70頁）。
宮崎（1981）は，固定費と変動費の区分は画一的なものではなく，経営管理者の意思決定の単
位期間の長短によって相対的に変化することを理論的に明らかにした。経営管理者が行なう意思決
定の単位期間を長期に設定した場合，固定資本財の減価償却費も経営管理者にとって管理可能な原
価となり，固定的経営要素は経営者機能と土地にのみ限定して，家族労働力や固定資本財は意思決
定期間の間に変動するものとして土地利用経営費の存在を指摘する（宮崎，1981，71頁）。このよ
うな考え方は，固定費も経営管理者の意思決定の単位期間を長期化することで，短期的には固定費
として扱われたものも，長期的に考えれば変動費化することを示唆しており，ドライバーに何を採
用するのかによって固定費を長期変動費化することを示していると考えられる。
 珍田（）
珍田（2014）は，多様な農業の経営活動に対応した◯多様な経営活動に対応した業績評価指標
にあわせた利益概念のための会計方針の適用方法，◯農業生産における費用と収益の対応水準向上
の方法について考察をした（珍田，2014，83118頁）。そして，収益性の異なる経営活動を分類基
準として，セグメント別計算を実施し，収益性の高いセグメントには直接原価計算を適用すること
で費用と収益の対応水準を改善することができる可能性について示した10（珍田，2014，99頁）。
今日的な農業経営は，範囲の経済やリスク管理の観点から複数の事業（収入源）を有しており，事
業ポートフォリオを形成している事例が多く見られるが，安定的な発生態様をもつ科目と不安定な
発生態様をもつ科目を区分集計することで，安定的な利益指標と不安定な利益指標を区分すること
が可能となる（珍田，2014，117118頁）。安定的な利益指標と不安定な利益指標を区分すること
は，農業経営の健全化に貢献するが，それは直接原価計算の適用によって実現できると主張する
（珍田，2014，118頁）。
既往の農業経営に関する先行研究においては，農業経営全体に対する損益計算に対して直接原価
計算を適用することを前提とする議論が中心であったが，珍田（2014）は農業経営の様々な経営
活動にセグメントを区分して直接原価計算方式による業績評価会計としての損益計算の有用性を検
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討した点において大変示唆に富むものであると考えられる。さまざまな農産物生産や 6 次産業化
など大規模化かつ多様化した現在の農業経営を前提とした場合に，セグメントごとの収益性を明ら
かにして適切な農業経営者の意思決定を導く会計構造を強く意識している点において独創的である
と考えられる。
 耕種農業における固定費・変動費の分解
 農業経営における直接原価計算適用の課題
先行研究レビューを通じて，直接原価計算が有する利益計画，経営意思決定，原価管理といった
管理会計目的への有用性が高いことを理由として，先行研究においては農業経営への直接原価計算
の適用が有用であることを主張するものが多く存在することが明らかになった。具体的な農業経営
事例に直接原価計算を適用するという研究も多く見受けられることから（阿部，1978新沼，
1980新沼，1981新沼・古澤，1982），農業経営に直接原価計算を適用することは可能であると
考えられる。
しかしながら，既往の研究においては，農業経営について直接原価計算を導入するために必要な
原価の固定費と変動費への分解について必要となるドライバーの議論が不十分であるという問題が
ある。これには二つの理由がある。
第一に，農業会計におけるドライバーの捉え方が単純だからである。農業会計においては，ドラ
イバーに関する大半の研究は，農業生産物の生産量の増減に対して比例的に増減するコストを変動
費，生産量に対して変化せず一定であるコストを固定費として捉えてきた。一方，企業対象の会計
研究においては，ABC（activity-based costing）の発案から，多様なドライバーを想定するように
なっている（Horngren et al, 2010, p.37）。にもかかわらず，農業会計においては，このようなドラ
イバーについての柔軟な見方が取り入れられていない。
第二に，耕種農業についてのドライバーの議論がなされていない。農業は，大きく畜産農業と耕
種農業に分けられる。このうち，耕種農業についてのドライバーの議論がなされていないという問
題がある。畜産農業に関しては直接原価計算適用の具体的事例に関する研究が多く見られる（阿部，
1978新沼，1980新沼，1981新沼・古澤，1982）。一方，耕種農業を前提とした農業経営に
おける直接原価計算の具体的な適用事例に関する研究はない。この背景には，耕種農業と畜産農業
では，適合する製品別原価計算方法が異なることがあると考えられる。耕種農業においては，圃場
ごとの農産物を原価集計単位とする個別原価計算が適合し，畜産農業においては，原価計算期間に
おける期間生産量（期間飼育量）を原価集計単位とする総合原価計算が適合するケースが多いので
はないかということが明らかにされている（保田，2017b，147165頁）。当該観点からすると，総
合原価計算を前提とする畜産農業においては，原価計算基準に総合原価計算に直接原価計算を適用
することを前提に規定がなされているため（原価計算基準三〇），直接総合原価計算の適用が想定
しやすかったものの，個別原価計算を前提とする耕種農業においては，直接個別原価計算の適用が
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11 筆者が2017年 7 月13日～ 7 月15日に実施された全国農業経営コンサルタント協会の愛知三重現地視察研修
会に同行し，愛知県，三重県の大規模稲作農家等を視察した際に行なったものである。
想定しにくかったと考えられるのである。加えて，耕種農業においては，農産物の生産量の増減に
対して比例的に増減するコストは極めて限定的になるため，直接原価計算の有効性についての議論
がなされていなかったのかと思われる。
そこで，耕種農業に焦点を当てて，直接原価計算の適用の前提となる固定費と変動費の分解のた
めの基準となるドライバーの議論について考察する。その上で，耕種農業においては，製品別計算
として個別原価計算が適するケースが多い（保田，2017b）という点を踏まえて，個別原価計算へ
の直接原価計算の適用が可能であるのかという制度会計とのコンフリクトの解消についても考察を
加える。
 変動費と固定費の分解におけるドライバー
畜産農業においては，農畜産物の生産量をドライバーとすることで，コストの変動費と固定費の
分解がなされてきた。生産量をドライバーとすることは妥当であったと考えられる。牛乳生産であ
れば，牛乳生産量の増減に応じて変動する変動費と牛乳生産量の変化に反応しない固定費を分解す
ることが可能であり，採卵養鶏農業であれば，採卵量の増減に応じて変動する変動費と採卵量の変
化に反応しない固定費に分解することが可能であった。
これに対して，耕種農業においては，農産物収穫量をドライバーとすると，農産物収穫量の増減
に対して変化する変動費は非常に少ないと考えられる。これは，種苗や肥料などを多く播種ないし
使用することで農産物生産量が比例的に増加するという関係にはなく，農作業の労働時間も農産物
収穫量の増減に対して変化するものではないからである。農産物収穫量は，天候などの気象条件に
よっても変化するため，種苗・肥料や労働力を多く投入すると多くなるという関係性にはない。こ
れら種苗費，肥料費，労務費などは，農産物収穫量の増減に対して変化するコストではなく，農産
物の作付面積の増減に応じて変化するものであると考えられる。そのため，耕種農業において，農
産物収穫量をドライバーとして採用したとすると，発生するコストの大半は固定費に分類されるこ
とになり，農業事業者の経営意思決定に資する情報を提供するという直接原価計算適用の目的を達
成することは難しくなる可能性がある。
筆者が実施した耕種農業を営む農業事業者に対するヒアリング11 においても，発生するコストは
農産物収穫量をドライバーとするとほとんどが固定費となるが，作付面積をドライバーとすること
で変動費に分類されるコストが多くなることが確認された。そして，農業事業者は，作付面積を基
準として短期的および長期的な経営意思決定を行なっていることが多いことがわかった。この理由
は，農業コストの発生態様から導き出されると考えられる。種苗費や肥料費といった材料費は，農
産物収穫量に応じて変化するケースは少ないが，作付面積の増減に応じて変化するケースは多く見
られる。また，労働力についても，農産物収穫量の増減によって変動する農作業は少なく，作付面
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12 農産物の作付を条件として，作付面積に基づいて交付される助成金・交付金は，毎期経常的に交付されるこ
とが予定されるため，農業経営における一般的な損益計算書においては売上高ではなく営業外収益の区分に
計上される（酒井他，2016，35頁）。
積の増減が農作業の労働時間に影響を与えるケースが多い。農業機械についても，農産物収穫量よ
りも作付面積をドライバーとするほうが経営意思決定に有用な原価分類が可能となるケースが多い
のではないかと考えられる。また，労働力や農業機械については，作付面積をドライバーとするこ
とによって，最大労働可能作付面積や最大稼働可能作付面積と現実の作付面積の乖離からアイドル
・キャパシティを明らかにすることが可能となるケースが多いと考えられるのである。
この点，ABC を適用して農作業を活動ごとに区分して，活動をドライバーとすることによって
コスト集計を行なえば，一律に作業面積をドライバーとするのではなく，農作業ごとのドライバー
を設定することが可能となり，より詳細にアイドル・キャパシティを明らかにできる可能性があ
る。しかしながら，農業事業者の中には，経営基盤の小さい経営も多く存在することから，ABC
の適用をすべての農業事業者に一律に適用することは，費用対効果の観点からは望ましくないと考
えられる。
以上のような理由から，とくに耕種農業においては，コストの変動費と固定費の分解のためのド
ライバーは農産物収穫量ではなく，作付面積のほうが適するケースが多いのではないかと考えられ
る。
ただし，大規模水田作経営では，規模の拡大によって10 ha～15 ha までは10 a 当たりの生産コ
ストが低下するが，それ以降ではコストダウンの進展は見られないとされる（梅本，2014，31
頁）。また，農作物の種類等によっても生産規模の増加による規模の経済の影響は異なる。したが
って，一概にすべての耕種農業において，作付面積がドライバーとして望ましいと述べることはで
きないものの，ある一定の生産条件の枠内においては，作付面積が望ましいのではないかと考えら
れる。
さらに，耕種農業の生産農家にとって，農産物販売による収入以外に作付助成収入12 も重要な収
入となるが，作付助成収入は作付面積に応じて交付されることから，作付面積はコストドライバー
としてだけではなく，収益ドライバーとしても機能させることができる可能性がある。農産物収穫
量をドライバーとして用いると，作付助成収入は反応しないが，作付面積をドライバーとして用い
れば，作付面積の増減に応じて作付助成収入も増減することになる。このような観点からも，耕種
農業においては，作付面積を変動費と固定費の分類のためのドライバーとして用いることが適する
ケースが存在するのではないかと考えられる。
 個別原価計算への直接原価計算の適用のコンフリクト
次に，原価計算基準を中心とする制度会計とのコンフリクトに対する懸念についても検討を加え
る。
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13 原価計算制度とは，毎期継続して要請される異なる原価計算目的が重点の相違はあるが相ともに達成でき，
財務会計機構と有機的に結びつき，一定の計算秩序をもって常時継続的に行われる原価計算であり，直接原
価計算も当該要件を満たすものの財務諸表作成目的には認められていない（山田・吉村，2008，1718頁）。
14 原価計算制度の主要目的である財務諸表作成目的のために守らなければいけない原則的事項の一つとして，
全部原価の原則が存在する（河原，1986，64頁）。すべての製造原価を製品原価とし，販売費および一般管
理費を期間原価とするものである（原価計算基準六（一）1（1）（2））。
農業経営を代表的な経営形態である耕種農業と畜産農業に分類した場合，既往の研究において農
業生産物は大量生産品であることから，原価集計対象としての給付対象の属性にしたがって，いず
れの農業形態においても総合原価計算が適していると主張されてきた（保田，2017b，163頁）。し
かしながら，耕種農業においては，栽培活動がなされて給付対象たる農作物が生産されるが，栽培
活動は農産物に区分けされた圃場ごとに把握されるはずであり，原価集計対象たる農産物は圃場と
いう区画で認識されることを理由として個別原価計算が適合するケースが多いとされてきた（保田，
2017b，163頁）。これに対して，畜産農業においては，肥育活動がなされて給付対象たる畜産物が
生産されるが，肥育活動は期間的に区切られることから，肥育期間の生産原価を集計して，原価集
計対象たる畜産物の数量で除して完成品単位原価を算定するという観点から総合原価計算が適合す
るケースが多いのではないか（保田，2017b，163頁）と考えられる。
このような，農産物原価計算における耕種農業への個別原価計算の適用，畜産農業への総合原価
計算の適用を前提とすると，製品別原価計算に個別原価計算を採用した場合に直接原価計算の適用
が可能であるのかが問題となる。個別原価計算は製造指図書ごとの生産命令数量を原価集計単位と
するため，直接原価計算を採用するのであれば，個別固定費の製造指図書別の配賦計算が必要とな
り，計算の煩雑性が総合原価計算に直接原価計算を採用する場合と比較して大きく増すと考えられ
るからである。その結果，わが国の原価計算基準においても，直接原価計算は原価計算制度13 とし
ては認められていないと解釈されている14 からである。
しかしながら，個別原価計算においても直接原価計算を適用することは可能であると解釈されて
いる。直接原価計算は，原価計算制度としては認められないものの，制度上の目的以外で経常的に
行われる原価計算を否定するものではなく（小林，1963，19頁），原価計算基準三〇が総合原価計
算に限定して直接原価計算と年度末の固定費調整に言及したのは実務上の要請が少ないことを理由
とする（小林，1963，20頁）と説明される。個別原価計算で固定費調整を行なう場合には，指図
書別に固定費の配賦が行われなければならず煩雑であるが（小林，1963，21頁），小林（1963）は
あえて指図書別の配賦に拘泥する必要はなく，全部原価の原則への過度の信頼と過信にすぎない
（小林，1963，22頁）と述べている。
また，佐藤（1963）は，総合原価計算方式を適用しうる経営では一般的に製品種類が少なく，
各製品別利益も比較的容易に算出しうるのに対して，個別原価計算方式を採る工場では種類的にも
量的にも多様であって指図書別に原価を算定し利益を知る必要性があることから，個別原価計算を
必要とする経営こそ直接原価計算は一層重要であると述べている（佐藤，1963，26頁）。
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15「固定間接費予定配賦率および変動間接費予定配賦率に，それぞれ各指図書に関する実際の配賦基準を乗じ
て計算する。」（原価計算基準三三（六）2）と規定している。
図表 農業経営の形態と製品別計算
農業経営の形態 製品別計算
耕種農業 → 個別原価計算
畜産農業 → 総合原価計算
出典筆者作成。
そして，「変動費＝直接原価」という解釈からは「直接費＋変動間接費」が直接原価となり，原
価計算基準三三（六）2 の規定15 は指図書別直接原価を計算する必要性と重要性を認識するがゆえ
に間接費の配賦率を固定費と変動費に二分する方法を示したのであり，原価計算基準は個別原価計
算における直接原価計算の適用に反対するものではなく，むしろ積極的にこれを支持していると解
釈できる（佐藤，1963，2526頁）としている。
したがって，耕種農業に個別原価計算を製品別計算の手法として採用した場合にも，直接原価計
算を採用することは可能であると考えられる。
図表 3 のように，耕種農業には個別原価計算，畜産農業には総合原価計算が製品別原価計算と
して適するケースが多いと考えられるが，いずれの場合においても全部原価計算だけではなく直接
原価計算を適用することが可能であると考えられる。耕種農業で個別原価計算を適用する場合に
は，圃場ごとに原価集計を行なうことから，個別固定費についても圃場ごとに集計する必要性があ
る。そのため，耕種農業に直接原価計算を適用する場合には，畜産農業と比べてより煩雑で時間が
かかることになると考えられる。
このような，耕種農業と畜産農業に農業経営の形態を区分して，製品別計算を区分したうえで直
接原価計算の適用可否を考察した先行研究は存在しなかった。
 むすびに
本稿では，農業経営学や農業会計学における先行研究において，直接原価計算を適用することの
有用性を論じた研究は多く存在してきたものの，具体的な農業経営への適用を考察した先行研究
は，畜産農業を前提としたものに偏っていたことをの先行研究のレビューによって明らかにし
た。これは，わが国の原価計算基準が，総合原価計算を前提として直接原価計算を規定しており，
総合原価計算と親和性の高い畜産農業が具体的適用事例として想定しやすかったのではないかとい
うことを明らかにした。
そこで，耕種農業は個別原価計算と適合するケースが多いのではないか（保田，2017b，147
165頁）という主張を前提として，個別原価計算に直接原価計算を適用し，耕種農業の変動費と固
定費の分解の基準となるドライバーについて考察を行なった。その結果，耕種農業においては，農
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産物収穫量をドライバーとするのではなく，作付面積などの生産規模をドライバーとして固定費と
変動費の分解を行なうことが，農業事業者が経営意思決定を行なう上で有用な情報になるのではな
いかと考察した。
耕種農業においては，農産物収穫量をドライバーとすると発生する農業コストの大半は固定費と
分類され，経営意思決定に有用な情報提供も困難であったと考えられる。本稿は，耕種農業を前提
としてコストドライバーの議論を行ない，従来の農業会計学で議論されてきた畜産農業だけでなく
耕種農業においても直接原価計算を適用できるようにする基礎を提供しようと試みた点において意
義があると考えられる。
従来の農業会計学や農業経営学の研究において，ドライバーに関する議論がなされてこなかった
のは，今までのわが国の農業経営は小規模零細経営が大半を占めており，補助金や助成金や農協と
の全量買い取り契約の存在によって，安定的な経営が実現されており，専ら適正な納税計算やキャ
ッシュ・フローの確保だけに関心が寄せられてきたからであると考えられる。しかしながら，農業
経営の大規模化が進展し，農業経営に家族労働力だけではなく，経営体外部からの雇用も発生する
ようになると，農業コストのドライバーを議論することに有用性が生じるのではないかと考えられ
る。
本稿では，農業経営に直接原価計算を適用する際に，耕種農業と畜産農業の相違点を明らかにし
ながら，変動費と固定費の原価分解の方法を提案し，耕種農業には個別原価計算，畜産農業には総
合原価計算が適合する場合が多いのではないかという主張を行なったものの，現実の耕種農業や畜
産農業の農業経営での検証を行なっていない。また，耕種農業に直接原価計算を適用することを前
提として，作付面積など生産規模をコストドライバーとして，農業コストの変動費と固定費の分解
を行なうという具体的な農業事業者での検証を実施していない。今後，実務上の適用可能性や適用
後の効果についても検証を行なっていく必要性があると考えられる。
現実の農業経営実務において，農業経営者の経営意思決定に資するような情報提供機能を有する
会計構造を提案することは，農業会計学の本来目的とすべきものであると考えられる。直接原価計
算による会計構造は，本稿で検討したドライバーの議論など検討すべき点は多く存在するが，農業
経営において有用性が高いことが主張されてきていることから，農業経営実務への具体的な適用事
例の構築などを通じて普及促進に資するような研究が必要となってくると考えられる。
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